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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
この論文は,住宅市街地の更新整備という複雑で広範囲にわたる影響を及ぼす都市政策上の課題につい
て,基本認識とそれにづく制度改革について考究したもので,得られた知見はつぎの通りである｡
1.従来必ずしもコンセンサスが得られていなかった複雑な都市住宅問題の基本認識について,資源配分
の効率化理論のうち特にパレート最適概念を援用し展開することで,共通に理解できる社会経済的厚生評
価規準の体系を定立した｡
2.住宅 ･市街地を更新整備する方策の代替案について,上記の規準体系を適用して,住宅供給の観点を
もつ明確な将来ビジョンの設定,事業促進へ甲公的介入における費用対効果の向上,当事者へのインセン
ティブの付与,敷地共同化のための権利調整の体系化,これらが方策選択の蓋然性を高める要因であるこ
とを論証した｡
3.低層住宅の密集市街地をモデルケースとして,更新事業シミュレーションを行い,権利調整費用の負
担低減を図ることが,共同建替えの選択確率を高めることを実証的に示し,収用権の活用,交換分合制度
の改革の必要性にも根拠を与えた｡
4.権利調整の費用を規定する主要因である借地借家法制の問題について,法の変遷,裁判例の動向,借
家市場 ･持家市場-の影響等を,ノ社会工学知見の活用により考察し,問題点を指滴るとともに事業化の陸
路を取りのぞく改善提案を導いた｡
以上,本論文は,都市住宅問題という複雑な政策 ･市場課題に,共通に理解できる社会工学的な評価規
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準を提起し有効性を確かめたもので,学術上,実際上寄与するところが少なくない｡よって本論文は博士
(工学)の学位論文として価値あるものと認める｡ また平成9年2月21日,論文内容とそれに関連した事
項について試問を行った結果,合格と認めた｡
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